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浜田　薫

　１．西部・西の里・大曲地区生涯学習振興会の設立及び支援
　　①講座・教室事業　②ｽﾎﾟｰﾂﾚｸ事業　③生涯学習推進事業　④地域協働事業
　２、東部地区生涯学習振興会設立準備

章）

節）

川幡　博行

豊かな心と文化をはぐくむまち

事務事業開始年度
根拠法令等

〃  終了予定年度

内線　889作成部署 教育部　社会教育課

課長職名

整理番号

社会教育法
生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律・同施行令

平成22年5月31日

生涯学習振興会組織づくり・
支援事業

事務事業名

作成日

上位施策との関連
（総合計画体系）

対　　象
(誰､又は何を)

地域住民

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

社会教育

意　　図

23年度の予定21年度決算

4501

■自治事務　　□法定受託事務

平成21年度まで

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

事務区分 部長職名

【２ 実　施 （ドゥ）】

20年度決算

2,600

 道支出金

北広島市

 その他特財

（単位：千円）

目
　
　
的

22年度予算

2,700

0.10

9,000

900

1,900 2,700

0.10

9,000

900

9,0009,000

1,800

2,6001,000

 ④ ＝②×③ 900900

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

21年度(確定値)指　　　標　　　名

0.10 0.10

指　　　　　標　　　　　値

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

別紙 １

H17

　１．西部・西の里・大曲地区生涯学習振興会への支援
　２．東部地区生涯学習振興会の設立準備

　生涯学習の振興や地域づくり・ｺﾐｭﾆﾃｨ活動の要として、各地区において住民主導の組織
「生涯学習振興会」づくりに取り組み、各種事業を実施する組織づくりを目指す。なお、組
織づくりにあたっては、市民と行政の協働での組織づくりを目指し、積極的に支援する体制
の整備を図る。

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

手
　
　
段

施策） 生涯学習推進体制の体系化

【交付金÷参加人数】

23年度(予定値)

3,500

1,800

10,0008,000

生涯学習振興会事業参加人数

22年度(予定値）

生涯学習振興会数 5 3 3

5

人 83

成 果

指 標

　総　事　業　費  ①＋④

活 動
指 標

3生涯学習振興会数

生涯学習振興会事業数

生涯学習振興会事業参加人数

81

人  件  費
（概算）

 ① 合　計

【事業参加人数÷事業数】

4基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

直接事業費

平成22年度

 一般財源

【事業費の推移】

3

1,800

 地方債

 国支出金

1,000 1,800

目標値

100 100

4

6,695

80 100

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

□

□

□

■

□ ■ □ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ ■ □

□ □ □

終了

現状継続

見直し

3

妥
当
性

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

見直し

統合

休止・廃止

今後の方向性に対する意見

休止・廃止

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続

　担当各課で市民との連携を含め、各種事業を推進していることから
効率的な実施方法を検討すること。
　また、中央公民館活動推進事業、公民館運営経費などとの事業区分
の精査が必要である。市民協働については、市部局でも実施してお
り、団体育成が終了した時点で廃止を含め検討すること。（実行計画
改革項目No103:生涯学習振興会の組織づくり）

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合 終了

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

拡大重点化

評点区分

内部評価委員会による評価

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

外部評価委員会による評価

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　東部地区生涯学習振興会の設立へ向け、準備を行う。

統合

整理番号 4501

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　事業参加者からの参加料と定額の交付金を財源に事
業が行なわれており、必要な受益者負担が行なわれて
いるといえる。

3

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

現状継続
総 合 判 定

（方向性）

公
平
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
ていないか

平成21年度における評価　（現状と課題）チ ェ ッ ク 項 目

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

　多くの事業展開により少ない予算で効率的効果が得
られている。市民参加を得た中での取り組みは予算や
人員に見合った効果が得られている。

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

【３ 評　価 （チェック）】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

拡大重点化

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

有
効
性

前年度の総合判定

事業担当部局による評価

3

3

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

拡大重点化

【 参 考 】

　新たな組織として、コミュニテイ活性化を目的にし
ていることから、市民参加・参画者数を成果指標と
し、概ね適切であると言える。各地区において市民の
主体的な取り組みは、目的を達成する手段として適切
であり、有効である。

　各地区公民館運営委員会を発展的に解消し、市民が
主体的に運営する組織として、市民参加や市民と行政
の協働の観点から、上位施策を達成する上で必要な事
務事業であり、適切である。



％ ％ ％
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別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4501-1 ＜継続用＞

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 生涯学習振興会組織づくり・支援事業（地区振興会交付金）

交付先の名称
及び代表者名

北広島市西部地区生涯学習振興会　　　会長　　河上　昭 設立年 平成18年

 構成員(団体)数 41名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

西部地区の地域づくり・コミュニティ活動の要として、生活文化の向上及び健康の増進、青少年
の健全育成、社会福祉の向上など生涯学習振興のため

 交付先団体等の
 活動内容

（１）生活文化事業（講演会・講習会・講座・文化祭　等）
（２）スポーツ・レクリエーションに関する事業
（３）地域コミュニティ活性化事業
（４）その他、目的に必要な生涯学習振興に関する事業

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 600 600 600 ＊本市補助・交付金

繰越金 16 9 15 社会教育課

事業参加料 149 157 123 500,000円

預金利息 1 国民健康保険

100,000円

収　入　合　計 （Ｂ） 766 766 738

支　　出

事業費 628 600 600

事務費 128 152 138

支　出　合　計 （Ｃ） 756 752 738

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 10 14 0

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

79 80 81

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 756 752 738

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 79 80 81



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4501-2 ＜継続用＞

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 生涯学習振興会組織づくり・支援事業（地区振興会交付金）

交付先の名称
及び代表者名

北広島市西の里地区生涯学習振興会　　会長　　吉田　英夫 設立年 平成19年

 構成員(団体)数 24名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

西の里地区の地域づくり・コミュニティ活動の要として、生活文化の向上及び健康の増進、青少
年の健全育成、社会福祉の向上など生涯学習振興のため

 交付先団体等の
 活動内容

（１）生活文化事業（講演会・講習会・講座・文化祭　等）
（２）スポーツ・レクリエーションに関する事業
（３）地域コミュニティ活性化事業
（４）その他、目的に必要な生涯学習振興に関する事業

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 600 600 600 ＊本市補助・交付金

繰越金 16 57 56 社会教育課

事業参加料 219 202 200 500,000円

預金利息 1 1 国民健康保険

100,000円

収　入　合　計 （Ｂ） 835 860 857

支　　出

事業費 679 607 692

事務費 99 196 165

支　出　合　計 （Ｃ） 778 803 857

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 57 57 0

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

77 75 70

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 778 803 857

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 77 75 70



％ ％ ％

％ ％ ％

整理番号 4501-3 ＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

 交付先団体等の
 活動内容

（１）生活文化事業（講演会・講習会・講座・文化祭　等）
（２）スポーツ・レクリエーションに関する事業
（３）地域コミュニティ活性化事業
（４）その他、目的に必要な生涯学習振興に関する事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 生涯学習振興会組織づくり・支援事業（地区振興会交付金）

交付先の名称
及び代表者名

大曲地区生涯学習振興会　　　会長　　山田　勝義　 設立年 平成20年

 構成員(団体)数 46名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

大曲地区の地域づくり・コミュニティ活動の要として、生活文化の向上及び健康の増進、青少年
の健全育成、社会福祉の向上など生涯学習振興のため

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

（単位：千円）

1,000 ＊本市補助・交付金

事業参加料 146 186 120

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 1,000 1,000

収　入　合　計 （Ｂ）

繰越金 1

1,147

社会教育課

利息 1

121 国民健康保険

800,000円

1,187 1,241

200,000円

事務費

役務費 165 180

需用費 161 205

備品購入費 55 36

報償費

事業費 853

使用料賃借料

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 121 0

支　　出

388

688 549

支　出　合　計 （Ｃ） 1,147 1,066 1,241

78 96

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

87 94 81

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 1,147 1,066 1,241

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

【交付先団体等の決算･予算の状況】

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 87 94 81
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23 ～ 年度

点

整理番号 4501 補助金等名 地区生涯学習振興会交付金 作成部署 教育部　社会教育課 内線889

川幡　博行 課長職名 浜田　薫

別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

作成日 平成22年5月31日

交付開始年度 H18
根拠法令等

教育関係団体補助金等交付要綱
生涯学習振興基金条例〃  終了予定年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名

補助金等の概要
生涯学習を推進するため、西部・西の里・大曲地区の地域づくり・コミュニティ活動の要
として、学習機会の提供・健康づくり・生活文化の向上等、地域コミュニティの活性化を
目指す地区振興会の活動を支援する。

上位施策との関連 章 　豊かな心と文化をはぐくむまち

毎年度

（総合計画での
  位置付け）

節 　社会教育

施策 　生涯学習推進体制の体系化 施策）

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

2,600

道支出金

国支出金

評　価　

交付金額

　　□有　　　　■無

1,800 2,600

1,800 1,800 2,600 2,600

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か

採点

地方債

その他特財 1,800

一般財源

選択理由、説明等

合　計

39

各地区において、地域に密着した事業を
行い高い効果を挙げており、また、生涯
学習を市民との協働により実施していく
地域拠点として極めて重要である。

(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・
活動である

5

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

5

各地区の地域づくり・コミュニティ活動
の要として市民と行政の協働による組織
であり、公益性を有するものである。

×３＝

チェック項目

15

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

5

公
益
性

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

4 各地区において、生活文化の向上及び健
康の増進、青少年の健全育成、社会福祉
の向上などの分野で高い効果が上がって
いる。

(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 5

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ

5

交付金は、参加料等も財源として生涯学習の
事業事務に充当されており、交付目的との整
合性も十分である。

採点合計



電話

(第 4

(第 3

(第 1

単位

団体

団体

① 事業

② 事業

③

④

①

②

③

社会教育法
北広島市生涯学習振興基金条例　北広島市生涯学習支援事業実施要綱

100100％

10

3 4

9

100 100

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

1,800

承認率

成 果

指 標

 その他特財

【指標の定義（算式等）】

社会教育団体登録数

生涯学習振興会数

350

支援事業数

　総　事　業　費  ①＋④

 国支出金

 ④ ＝②×③ 900

【指標の定義（算式等）】

320

3

23年度(予定値)

0

人  件  費
（概算）

 ① 合　計

直接事業費
 地方債

1,358

指　　　標　　　名

10

340

5

補助事業申請数

22年度(予定値）

330

9 10

10

活 動
指 標

意　　図 北広島市における生涯学習の振興、推進を図るために、市民団体が主体的に企画実施する生
涯学習に関する事業への支援への財政的な支援を通し、市内における多様な学習機会の提供
及び生涯学習に取り組む団体の育成を目的とする。

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

手
　
　
段

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【指標の定義（算式等）】

施策） 生涯学習推進体制の体系化

対　　象
(誰､又は何を)

事務区分

〃  終了予定年度

上位施策との関連
（総合計画体系）

章）

節）

豊かな心と文化をはぐくむまち

川幡　博行

社会教育

【２ 実　施 （ドゥ）】

20年度決算

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

別紙 １

H21

市民団体が企画した、講座・発表会・コンサート等に対する支援を実施

北広島市

0

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

21年度(確定値)

9,000

指　　　　　標　　　　　値

2,700

目標値

0.10

9,000

900

9,000

1,8001,358 1,800

0.10

2,700

0.10

9,000

900

0 2,258

 一般財源

1,800

 道支出金

部長職名

市民（市民団体）

平成21年度まで

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成22年度

課長職名

（単位：千円）

23年度の予定

整理番号 生涯学習市民活動支援事業事務事業名4504 内線　889作成部署 教育部　社会教育課

事務事業開始年度
根拠法令等

21年度決算

■自治事務　　□法定受託事務

【事業費の推移】

目
　
　
的

22年度予算

平成22年5月31日作成日浜田　薫

市民団体が企画した、講座・発表会・コンサート等に対する支援を実施
コンサート・発表会　４事業　講座・講演会　２事業　演劇鑑賞　１事業　その他　１事業
　　　　支援事業合計　９事業



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

【 参 考 】

市民団体の市民に対するニーズに適した講演や発表
機会の提供という面からみて、その承認率は１０
０％であり、目標の達成度は高く、目的を達成する
ための手段としても有効である。

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

前年度の総合判定

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

市民団体が企画運営し、市民に広く公開される事業
の経費の２分の１を支援（上限３００千円）するも
ので、効果的に発表の機会を提供することができて
いるが、今後は、自主財源に対する支援の割合に制
限を加える等、その費用対効果を高める方法を考え
ていく必要があるものと思われる。

事業経費の２分の１の支援（上限３００千円）であ
り、受益者負担は適正であると考える。

3

－

平成21年度における評価　（現状と課題）

市民の自主企画事業に対する支援的事業という性質
から、また、市民と行政の協働を実現するという観
点から、妥当であると考える。

チ ェ ッ ク 項 目

外部評価委員会による評価

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

2

事業担当部局による評価

公
平
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

4504

総 合 判 定

（方向性）

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

【３ 評　価 （チェック）】

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

内部評価委員会による評価

整理番号

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

拡大重点化

休止・廃止

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

評点区分

今後の方向性に対する意見

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合

見直し 休止・廃止

現状継続

　補助事業の趣旨に沿い現状継続とする。

広報・ＨＰ等で広く市民に事業について周知し、より多くの団体に
北広島市内における市民向けの講座、公演等の自主企画運営の機会
を設けることとする。

統合

終了

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

見直し

統合

休止・廃止総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

現状継続

終了

現状継続

見直し

3

妥
当
性

有
効
性



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 37 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 808

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 37 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 808 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

支　　出

賃金 24

使用料及び賃借料 137

通信費 5

14

印刷製本費 57

謝金 571

消耗品費

808 0

自己財源 324

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 300

収　入　合　計 （Ｂ） 0

チケット売上金 184

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

（単位：千円）【交付先団体等の決算･予算の状況】

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

１８名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

合唱を通じその向上と会員相互の親睦を図ること

 交付先団体等の
 活動内容

コール花音・合唱団奏想ジョイントコンサート

 構成員(団体)数

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

コール花音　　代表　竹内　美代子 設立年 平成15年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-1 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 50 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 261

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 50 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 261 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

使用料及び賃借料 12

印刷製本費 19

通信費・手数料・保険料 24

消耗品費 10

支　　出

謝金 150

旅費 46

収　入　合　計 （Ｂ） 0 261 0

自己財源 16

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 130

チケット売上金 115

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 ９名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

逆境を笑にかえるユーモアの力に触れ、楽しい時間を共有し、生活の中に活力を呼び込む。

 交付先団体等の
 活動内容

遊民の「松本ヒロ」ソロライブ

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島親と子の文化を楽しむ会「遊民」　代表　田畑　美恵子 設立年 平成8年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-2 ＜継続用＞



消耗品費

％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 49 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 612

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 49 #DIV/0!

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

支　出　合　計 （Ｃ） 0 612 0

その他 134

印刷製本費 8

使用料及び賃借料 183
支　　出

謝金 280

7

収　入　合　計 （Ｂ） 0 612 0

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 300

自己負担 312

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 ４０名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

ダンスと通して、心身の健康を図り、健やかな人間関係を育み、舞台芸術に親しむ

 交付先団体等の
 活動内容

第４回　プチ発表会
　　　アルク・アン・シエルポン　Mダンスサークル　Aダンスサークルによる発表会

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

アルク・アン・シエルポン他２団体　代表　藤原　順子ほか２名 設立年 平成21年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-3 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 49 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 180

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 49 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 180 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

使用料及び賃借料 64

記録写真代 17

印刷製本費 49

通信費 8

消耗品費 7

支　　出

謝金 30

旅費 5

収　入　合　計 （Ｂ） 0 180 0

自己負担 28

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 89

会費 63

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 １９名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

相撲甚句を普及させ、自らも歌うとともに甚句の向上を目指し、人生を豊かにし会員相互の親睦
と地域社会に貢献すること

 交付先団体等の
 活動内容

全道相撲甚句交流発表会

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

大曲相撲甚句会　会長　小澤　強 設立年 平成13年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-4 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 49 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 143

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 49 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 143 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

使用料及び賃借料 10

楽譜代 4

印刷製本費 6

通信費 12

消耗品費 16

支　　出

賃金 25

謝金 70

収　入　合　計 （Ｂ） 0 143 0

自己負担 45

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 70

受講料 28

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 １０名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

疾病と健康に関わる音楽の機能と役割を専門的に学び、音楽療法が医療・福祉、健康・教育の領
域において積極的に展開することを目指し、音楽療法を通して健康の維持促進など広く社会に貢
献する。

 交付先団体等の
 活動内容

音楽療法講座

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

ヘルス・ミュージックサークル「ハピネス」　代表　吉田　佳代 設立年 平成18年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-5 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 13 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 2,283

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 13 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 2,364 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

使用料及び賃借料 185

印刷製本費 157

手数料 5

消耗品費 107

支　　出

賃金 40

謝金 1,870

収　入　合　計 （Ｂ） 0 2,364 0

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 300

入場料収入 2,064

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 ６２名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

バレエのレッスンをを通じて、会員相互の親睦を図り、市民のバレエの普及による文化の向上及
び北広島市における優れたバレエダンサーの育成に寄与する。

 交付先団体等の
 活動内容

第２回きたひろバレエ「アンビシャス」発表会

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

きたひろバレエ「アンビシャス」実行委員会　代表　小山内　慎一 設立年 平成16年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-6 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 48 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 29

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 48 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 29 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 -1 0

使用料及び賃借料

印刷製本費 1

通信費 1

消耗品費 0

支　　出

賃金 22

謝金 5

収　入　合　計 （Ｂ） 0 28 0

託児費 2

資料代 3

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 14

自己資金 9

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 ７名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

子どもの健全な成長を願い、子どもたちにより良い環境を整え、親と育ちあえる子会を作るな
ど、様々な場を企画し提供していく。

 交付先団体等の
 活動内容

大好きを伝えあう子育て「抱っこ法」講演会

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

子どもの育ちを考える会FourLeaf　代表　古澤　菜穂子 設立年 平成18年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-7 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 46 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 213

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 36 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 273 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

使用料 8

印刷製本費 106

支　　出

謝金 100

消耗品費 59

収　入　合　計 （Ｂ） 0 273 0

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 99

自己資金 174

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 ４０名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

高齢期世代が主体的・先進的に学習活動を進めることで現代社会に適応する教養と資質を高め、
長年に亘って培った知識・技術・経験等を生かして社会参加の機会を広げ地域の発展に貢献し、
自主的な学習活動を通じて仲間づくりを進めるとともに限りない自立を目指す。

 交付先団体等の
 活動内容

北広島時習学園20周年記念事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島時習学園　代表　荒木　進 設立年 平成2年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-8 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） #DIV/0! 40 #DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 140

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

#DIV/0! 38 #DIV/0!

支　出　合　計 （Ｃ） 0 149 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

手数料 19

使用料 70

支　　出

謝金 40

印刷製本費 20

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 149 0

参加費 12

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 56

自己資金 81

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 ７団体 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

市内の吹奏楽愛好者に向けてのコンサートで主に管楽器の演奏に対する興味を啓発する

 交付先団体等の
 活動内容

第４回エルフィンディレクターズアンサンブルコンサート

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市生涯学習市民活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市吹奏楽研究協議会　代表　渡部　大三郎 設立年 平成15年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504-9 ＜継続用＞



電話

（第 4 章）

（第 3 節）

（第　 1

23 ～ 年度

点

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し､団体等に対する補助金等は全項目について採点する。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ
ていること

4

補助金は、対象事業の支援費のみに使わ
れており、適正と認められるが、団体の
監査を行っていないため、今後は改善を
していく。

採点合計 38

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

4 承認した事業に対して、多くの参加者・
鑑賞者が集まっており、広く市民に効果
が及んでいる。(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 5

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

5 多種多様な市民ニーズに応え、市民の自
主的な活動を促進し、団体を育成するた
めに、必要性が認められる。(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・

活動である
5

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

5

市民団体が主体的に企画運営して市民の
文化やスポーツの振興に寄与するもので
あり、公益性は認められる。

×３＝

15

評　価　

チェック項目 採点 選択理由、説明等

交付金額

国支出金

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か 　　□有　　　　■無

一般財源

合　計 1,358 1,800 1,800 1,800

地方債

その他特財 1,358 1,800 1,800 1,800

道支出金

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

毎年度

（総合計画での
  位置付け）

節 　社会教育

施策 　生涯学習推進体制の体系化 施策）

補助金等の概要

市民団体が主体的に企画運営するもので、文化・スポーツなど北広島市内で広く市民に
公開される事業の経費の一部を支援し、市内における多様な学習機会の提供及び生涯学習
に取り組む団体の育成を目的とする。
（支援対象経費の１／２、３００千円未満　年に１回、５回を限度）

上位施策との関連 章 　豊かな心と文化をはぐくむまち

平成22年5月31日

交付開始年度 H21
根拠法令等 北広島市生涯学習支援事業実施要綱

〃  終了予定年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 川幡　博行 課長職名 浜田　薫

別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

作成日

整理番号 4504 補助金等名
北広島市生涯学習市民活動支

援事業補助金
作成部署 教育部　社会教育課 内線889



電話

(第 4

(第 3

(第 1

単位

① 団体

② 人

③

④

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

129 129
【指標の定義（算式等）】

参加団体満足度
％ 95 95 95 95

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標

参加者一人あたりコスト
円 113 183

3,500 3,500活 動
指 標

実行委員会参加団体数 70 68 70 70

参加者数 4,000 2,400

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 450 450 450 450

　総　事　業　費  ①＋④ 900 888 900 900

0.05

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 450 438 450 450

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05 0.05

 その他特財 450 438 450 450

 一般財源

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　16年度から名称を「元気フェスティバルinきたひろしま」に改め、内容を統合･拡充し、市
民と行政の協働による実行委員会で事業の企画・立案し実施している。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　同　　上

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　概ね小学生以上の市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　参画する市民団体の交流や学習した成果を生かす場として、市民がより主体的に生涯学習を
実践する意識を高めると共に、参加する市民に生涯学習に関する興味・関心を深める機会とし
て実施する。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 豊かな心と文化をはぐくむまち

節） 社会教育

施策） 生涯学習推進体制の体系化

事務事業開始年度 H4
根拠法令等 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

〃  終了予定年度

内線　889

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 川幡　博行 課長職名 浜田　薫 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 4504 事務事業名 元気フェスティバル事業 作成部署 教育部　社会教育課



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

平成23年度に向けた具体的な方向性

　協働から市民主導型に移行するまで事業内容の工夫をしていくとの
目標が設置されており、そうした観点からの点検が必要と考える。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合

　多彩な領域の市民団体が集い、それぞれの活動の成果を発表し、多
くの市民と分かち合い、更なる活動へと発展させていくよう事業を継
続し、支援体制の充実に努めていく。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

― 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

2
　一定の団体のみに留まることなく、広く団体へ参加
を呼びかけて実施している。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　実行委員会の企画により展開しているが、来場者も
増加傾向にあり、市民に事業が定着している。
多彩な領域の団体が参画している催しであるため、実
行委員会による事業展開が必要であり、有効な手段で
ある。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

　予算については、事業運営全体に関わる内容に費や
し、内容を精選し、執行している。
　各団体の発表機会が統合され、大規模な催しとして
実施され効率的に運営されている。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　生涯学習社会の実現に向けて、市民団体の日常活動
の成果を他の市民に還元する機会として市民の求めに
合致している。
行政として、市民活動が主体性を損ねることなく、円
滑に進められるよう支援している。

整理番号 4504
【３ 評　価 （チェック）】



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 96 96 96

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業全体 事業全体 事業全体

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 470 458 470

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

96 96 96

支　出　合　計 （Ｃ） 470 458 470

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

委託料 53 53 55

借上げ料 365 365 375

食糧費 1

支　　出

消耗品費 41 40 40

手数料 10

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 470 458 470

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 450 438 450

自己資金 20 20 20

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

□補助団体にある ■市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 68 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

主体的な学習活動で得た個人や団体の成果を多くの市民に還元し、生涯学習に関する意識を高め
活動に結びつけていくことを目的とし実施する。

 交付先団体等の
 活動内容

「元気フェスティバルｉｎきたひろしま」を、市役所各部局、市民団体の協働での実行委員会により開催す
る。

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 元気フェスティバル実行委員会交付金

交付先の名称
及び代表者名

元気フェスティバル実行委員会　実行委員長　三浦幹男 設立年 平成１６年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 4504 ＜継続用＞



電話

（第 ４ 章）

（第 ３ 節）

（第 1

23 ～ 年度

点

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　４点　認められる　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ

4

(1)「北広島市教育関係団体補助金交付要綱」
による
(2)支出目的・範囲は当該補助事業の成果が交
付決定の内容と適合している。
(3)会計処理及び使途は、事業運営全体に係る
経費に限られており適正である。
(4)監査については、実行委員会において監査
報告を受けている。
(5)実行委員会の活動と補助目的との整合性は
とれている。

採点合計 35

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

4 予算については、事業運営全体に関わる内容
に費やし、内容を精選し執行している。
各団体の発表機会が統合され、大規模な催し
として実施され効率的に運営されている。(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 4

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

4
実行委員会の企画により展開しているが、来場者も増加
傾向にあり、市民に事業が定着している。
多彩な領域の団体が参画している催しであるため、実行
委員会による事業展開が必要であり、有効な手段であ
る。

(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・
活動である

4

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

5 生涯学習社会の実現に向けて、市民団体
の日常活動の成果を他の市民に還元する
機会として市民の求めに合致している。
行政として、市民活動が主体性を損ねる
ことなく、円滑に進められるよう支援し
ている。

×３＝

15

評　価　

チェック項目 採点 選択理由、説明等

交付金額

国支出金

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か　　□有　　　　■無

一般財源

合　計 438 450 450 450

地方債

その他特財 438 450 450 450

道支出金

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

毎年度

（総合計画での
  位置付け）

節 　社会教育

施策 　生涯学習推進体制の体系化 施策）

補助金等の概要
　主体的な学習活動で得た個人や団体の活動の成果を、多くの市民に還元し、生涯学習に
関する意識を高め活動に結びつけていくことを目的とし事業を展開するため、関係団体等
で組織する実行委員会に対して交付金を交付する。

上位施策との関連 章 　豊かな心と文化をはぐくむまち

平成22年5月31日

交付開始年度 Ｈ4
根拠法令等 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

〃  終了予定年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 川幡 博行 課長職名 浜田　薫

別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

作成日

整理番号 4504 補助金等名 元気フェスティバル事業 作成部署 教育部　社会教育課 内線889


